
区 分

予 算 件
条 例 案 8 件 議案 15件
その他議案 7 件
認 定 4 件
報 告 31 件
提 出 1 件

計 51 件

◎条例案
（８件） 【議案第134号】

子ども・福祉部

（公布の日から施行）

・

【議案第135号】
総務部

（平成３１年１月１日から施行）
（主な改正内容）

(1)

(2)

(3)

   旅行雑費の定額を廃止する。

平成３０年三重県議会定例会提出予定議案概要（追加提案・その６）

件 名 概 要

職員等の旅費に関する条
例及び知事及び副知事の
給与及び旅費に関する条
例の一部を改正する条例
案

 生活保護法の一部改正等に鑑み、個人番号の利用範囲につい
ての規定を整備するものである。

（主な改正内容）

   個人番号を利用することができる事務及び情報の規定に、生活に困窮する
外国人に対する進学準備給付金の支給に関する事務及び情報を加える。

   宿泊料を、宿泊先の区分に応じて11,700円又は10,700円（現行13,100円）に
改める。

 自家用自動車等による旅行をする場合の車賃の額を、１キロメートルにつき
23円（現行30円）に改める。

行政手続における特定の
個人を識別するための番号
の利用等に関する法律に
基づく個人番号の利用及
び特定個人情報の提供に
関する条例の一部を改正
する条例案

 職員等の旅行の実情等に鑑み、規定を整備するものである。
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区 分 件 名 概 要

【議案第136号】
総務部

（公布の日から施行）
（改正内容）

・

【議案第137号】
県土整備部

(公布の日から施行)

(1)

(2)

【議案第138号】
総務部

（主な改正内容）
・

【議案第139号】
医療保健部

・

   国家公務員の夜間看護等手当の改定等に鑑み、夜間看護等手
当についての規定を整備するものである。

（主な改正内容）

養護老人ホームをサテライト型養護老人ホームの本体施設に加える。

 正規の勤務時間による勤務の一部又は全部が深夜において行われる看護
等の業務に従事したときの夜間看護等手当の支給限度額を、3,550円（現行
3,300円）に改める。

   建築物の敷地の接道規制に関する特例認定申請に係る手数料及び国際的
な規模の会議等のため、１年を超えて使用する仮設興行場等の建築許可申請
に係る手数料を新設する。

   住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅事業の登録及び変更の登録審査手
数料を廃止する。

 地方活力向上地域内において施設又は設備を新設し、又は増設した者に対
して行う県税の特例措置のうち、不動産取得税及び県固定資産税について、
不均一課税に加えて課税免除を行うことができるものとする。

   地域再生法等の一部改正に鑑み、県税の特例措置についての
規定を整備するものである。

職員の特殊勤務手当に関
する条例の一部を改正する
条例案

   養護老人ホームの設備及び運営に関する基準の一部改正に鑑
み、規定を整備するものである。

三重県手数料条例の一部
を改正する条例案

   建築基準法の一部改正等に鑑み、手数料についての規定を整
備するものである。

（主な改正内容）

三重県地方活力向上地域
における県税の特例措置に
関する条例の一部を改正
する条例案

三重県養護老人ホームの
設備及び運営に関する基
準を定める条例の一部を改
正する条例案

（公布の日から施行）

（公布の日から施行）
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区 分 件 名 概 要

【議案第140号】
雇用経済部

・

【議案第141号】
県土整備部    建築基準法の一部改正に鑑み、規定を整備するものである。

(公布の日から施行)
（主な改正内容）

・

◎その他議案
（７件） 【議案第142号】

県土整備部

○ 場所
○ 契約金額 変更前     1,385,606,520円

変更後     1,408,015,440円
○ 契約方法
○ 請負者住所氏名

代表取締役社長 田村 賴一
○ 工事の概要 トンネル工     L＝４０５．０ｍ

道路工  L＝１２０．３ｍ

三重県立津高等技術学校の授業料を118,800円（現行115,200円）に改める。

（改正内容）

工事請負契約の変更につ
いて

随意契約
津市大倉１９番１号

   ホテル又は旅館の用途に供する一定の木造建築物等の外壁等に関する制
限を廃止する。

一般国道１６９号（土場バイパス）道路改良（新土場トンネル（仮
称））工事

三重県立職業能力開発施
設条例の一部を改正する
条例案 （平成３１年４月１日から施行）

 県立高等学校等の授業料及び現在の社会経済状況に鑑み、授
業料についての規定を整備するものである。

三重県建築基準条例の一
部を改正する条例案

日本土建・井本・宇城特定建設工事共
同企業体
代表者 日本土建株式会社

熊野市神川町土場地内

3



区 分 件 名 概 要

【議案第143号】
県土整備部
つづき ○ 場所

○ 契約金額 変更前     519,490,800円
変更後     502,102,800円

○ 契約方法 随意契約
○ 請負者住所氏名 松阪市飯南町粥見２３１８番地３

代表取締役 角谷 勝利
○ 工事の概要 施工延長  Ｌ＝６０９ｍ

推進工（φ１，０００ｍｍ）  Ｌ＝６０２ｍ
立坑工  １箇所
人孔工   １基

【議案第144号】
地域連携部 三重県共通機能基盤用機器の購入

○ 金額 101,717,640円

【議案第145号】
電子県庁・電子自治体推進用パソコンの購入

○ 金額 183,060,000円

財産の取得について

中央・山二特定建設工事共同企業体
代表者 中央土木株式会社

多気郡明和町大字新茶屋地内～大字
明星地内

工事請負契約の変更につ
いて

   宮川流域下水道（宮川処理区）明和幹線（第５工区）管渠工事

財産の取得について
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区 分 件 名 概 要

【議案第146号】
出納局 財産の取得について 三重県財務会計・予算編成支援システム再構築に係るサーバ

機器類の購入
○ 金額 96,856,560円

【議案第147号】
企業庁    地方公営企業法第３２条第２項の規定に基づくもの。

【議案第148号】
   地方公営企業法第３２条第２項の規定に基づくもの。

平成29年度三重県水道事
業会計未処分利益剰余金
の処分について

平成29年度三重県工業用
水道事業会計未処分利益
剰余金の処分について
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区 分 件 名 概 要

◎認定
（４件） 【認定第１号】

企業庁    地方公営企業法第３０条第４項の規定に基づくもの。

【認定第２号】
   地方公営企業法第３０条第４項の規定に基づくもの。平成29年度三重県工業用

水道事業決算

平成29年度三重県水道事
業決算
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区 分 件 名 概 要

【認定第３号】
企業庁    地方公営企業法第３０条第４項の規定に基づくもの。
つづき

【認定第４号】
病院事業庁    地方公営企業法第３０条第４項の規定に基づくもの。平成29年度三重県病院事

業決算

平成29年度三重県電気事
業決算
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区 分 件 名 概 要

◎報告
（３１件） 【報告第58号】

医療保健部

損害賠償額

【報告第59号】
子ども・福祉部

損害賠償額 629,748円

【報告第60号】
農林水産部

損害賠償額 1,600,772円

専決処分の報告について
（損害賠償の額の決定及び
和解について）

専決処分の報告について
（損害賠償の額の決定及び
和解について）

   平成３０年４月４日桑名市江場地内の駐車場において発生した桑
名保健所（保健衛生室）に係る自動車による公務上の事故に関して
損害賠償の額について和解した。

平成３０年３月１日四日市市波木町地内の県道四日市菰野大安
線において発生した北勢児童相談所に係る自動車による公務上の
事故に関して損害賠償の額について和解した。

専決処分の報告について
（損害賠償の額の決定及び
和解について）

平成３０年２月２８日度会郡大紀町錦地内の国道２６０号において
発生した伊勢農林水産事務所（森林・林業室）に係る自動車による
公務上の事故に関して損害賠償の額について和解した。

68,494円
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区 分 件 名 概 要

【報告第61号】
農林水産部
つづき

損害賠償額 91,605円

【報告第62号】

損害賠償額 21,426円

【報告第63号】
県土整備部

損害賠償額 6,800円

専決処分の報告について
（損害賠償の額の決定及び
和解について）

専決処分の報告について
（損害賠償の額の決定及び
和解について）

平成３０年２月２３日伊賀市枅川地内の敷地において発生した伊
賀建設事務所（事業推進室）に係る自動車による公務上の事故に
関して損害賠償の額について和解した。

専決処分の報告について
（損害賠償の額の決定及び
和解について）

平成３０年５月２９日熊野市有馬町地内の国道４２号において発生
した尾鷲農林水産事務所（水産室）に係る自動車による公務上の事
故に関して損害賠償の額について和解した。

平成３０年５月２２日桑名市大字額田地内の駐車場において発生
した桑名農政事務所（桑名地域農業改良普及センター）に係る自
動車による公務上の事故に関して損害賠償の額について和解し
た。

9



区 分 件 名 概 要

【報告第64号】
警察本部

損害賠償額 11,273円

【報告第65号】

損害賠償額 70,330円

【報告第66号】

損害賠償額 17,232円

専決処分の報告について
（損害賠償の額の決定及び
和解について）

専決処分の報告について
（損害賠償の額の決定及び
和解について）

専決処分の報告について
（損害賠償の額の決定及び
和解について）

平成２９年９月２７日四日市市上海老町地内の県道上海老高角線
において発生した四日市南警察署に係る自動車による公務上の事
故に関して損害賠償の額について和解した。

平成２９年９月２７日三重郡菰野町大字下村地内の町道において
発生した四日市南警察署に係る自動車による公務上の事故に関し
て損害賠償の額について和解した。

平成２９年８月４日桑名市大字大福地内の市道において発生した
桑名警察署に係る自動車による公務上の事故に関して損害賠償の
額について和解した。
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区 分 件 名 概 要

【報告第67号】
警察本部
つづき

損害賠償額 41,040円

【報告第68号】

損害賠償額 274,290円

【報告第69号】

損害賠償額 302,400円

平成２９年１２月１４日伊賀市丸柱地内の国道４２２号において発
生した伊賀警察署に係る自動車による公務上の事故に関して損害
賠償の額について和解した。

専決処分の報告について
（損害賠償の額の決定及び
和解について）

平成２９年１２月３０日名張市希央台２番町地内の市道において発
生した名張警察署に係る自動車による公務上の事故に関して損害
賠償の額について和解した。

平成２９年１１月１３日四日市市別名五丁目地内の駐車場におい
て発生した四日市北警察署に係る自動車による公務上の事故に関
して損害賠償の額について和解した。

専決処分の報告について
（損害賠償の額の決定及び
和解について）

専決処分の報告について
（損害賠償の額の決定及び
和解について）
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区 分 件 名 概 要

【報告第70号】
警察本部
つづき

損害賠償額 140,400円

【報告第71号】

損害賠償額 113,422円

【報告第72号】

損害賠償額 5,454円

専決処分の報告について
（損害賠償の額の決定及び
和解について）

平成３０年３月２日伊勢市神田久志本町地内の駐車場において発
生した組織犯罪対策課に係る自動車による公務上の事故に関して
損害賠償の額について和解した。

平成３０年３月２５日津市半田地内の市道において発生した津警
察署に係る自動車による公務上の事故に関して損害賠償の額につ
いて和解した。

専決処分の報告について
（損害賠償の額の決定及び
和解について）

専決処分の報告について
（損害賠償の額の決定及び
和解について）

平成３０年１月２８日愛知県名古屋市中村区烏森町８丁目地内の
市道において発生した桑名警察署に係る自動車による公務上の事
故に関して損害賠償の額について和解した。
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区 分 件 名 概 要

【報告第73号】
警察本部
つづき

損害賠償額 164,333円

【報告第74号】

損害賠償額 210,060円

【報告第75号】
県土整備部

損害賠償額

専決処分の報告について
（損害賠償の額の決定及び
和解について）

平成３０年４月２５日四日市市山城町地内の駐車場において発生
した四日市北警察署に係る原動機付自転車による公務上の事故に
関して損害賠償の額について和解した。

57,870円

専決処分の報告について
（損害賠償の額の決定及び
和解について）

専決処分の報告について
（損害賠償の額の決定及び
和解について）

平成３０年４月５日鈴鹿市白子駅前地内の駐車場において発生し
た鈴鹿警察署に係る自動車による公務上の事故に関して損害賠償
の額について和解した。

   平成３０年３月１日伊勢市小俣町宮前地内の県道伊勢小俣松阪
線において、道路管理瑕疵に起因して発生した事故に係る損害賠
償の額について和解した。
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区 分 件 名 概 要

【報告第76号】
県土整備部
つづき

損害賠償額

【報告第77号】

損害賠償額

【報告第78号】

損害賠償額

56,732円

専決処分の報告について
（損害賠償の額の決定及び
和解について）

   平成３０年３月１３日津市白山町八対野地内の国道１６５号におい
て、道路管理瑕疵に起因して発生した事故に係る損害賠償の額に
ついて和解した。

6,998円

48,600円

   平成３０年４月１５日北牟婁郡紀北町相賀地内の県道須賀利港
相賀停車場線において、道路管理瑕疵に起因して発生した事故に
係る損害賠償の額について和解した。

専決処分の報告について
（損害賠償の額の決定及び
和解について）

専決処分の報告について
（損害賠償の額の決定及び
和解について）

   平成３０年４月２５日四日市市水沢町地内の国道３０６号におい
て、道路管理瑕疵に起因して発生した事故に係る損害賠償の額に
ついて和解した。
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区 分 件 名 概 要

【報告第79号】
県土整備部
つづき

損害賠償額

【報告第80号】

損害賠償額

【報告第81号】

損害賠償額

   平成３０年４月２５日四日市市水沢町地内の国道３０６号におい
て、道路管理瑕疵に起因して発生した事故に係る損害賠償の額に
ついて和解した。

専決処分の報告について
（損害賠償の額の決定及び
和解について）

1,482円

専決処分の報告について
（損害賠償の額の決定及び
和解について）

20,954円

   平成３０年４月２５日四日市市水沢町地内の国道３０６号におい
て、道路管理瑕疵に起因して発生した事故に係る損害賠償の額に
ついて和解した。

専決処分の報告について
（損害賠償の額の決定及び
和解について）

   平成３０年４月２５日四日市市水沢町地内の国道３０６号におい
て、道路管理瑕疵に起因して発生した事故に係る損害賠償の額に
ついて和解した。

6,801円

15



区 分 件 名 概 要

【報告第82号】
県土整備部
つづき

損害賠償額

【報告第83号】

損害賠償額

【報告第84号】

損害賠償額

   平成３０年４月２５日四日市市水沢町地内の国道３０６号におい
て、道路管理瑕疵に起因して発生した事故に係る損害賠償の額に
ついて和解した。

   平成３０年４月２５日四日市市水沢町地内の国道３０６号におい
て、道路管理瑕疵に起因して発生した事故に係る損害賠償の額に
ついて和解した。

21,513円

専決処分の報告について
（損害賠償の額の決定及び
和解について）

25,350円

30,242円

専決処分の報告について
（損害賠償の額の決定及び
和解について）

専決処分の報告について
（損害賠償の額の決定及び
和解について）

   平成３０年４月２５日四日市市水沢町地内の国道３０６号におい
て、道路管理瑕疵に起因して発生した事故に係る損害賠償の額に
ついて和解した。
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区 分 件 名 概 要

【報告第85号】
教育委員会

【報告第86号】
 病院事業庁

【報告第87号】
 警察本部    県が賃借人となる予定価格７千万円以上の賃貸借の契約

【履行場所】警察本部、分庁舎、警察署及び交番
【契約金額】66,280,063円

 三重県債権の管理及び私債権の徴収に関する条例第15条の
規定に基づくもの。

【契約名称】三重県警察情報システム基幹・本部ネットワーク
機器賃貸借契約

 株式会社ＪＥＣＣ

議会の議決すべき事件以
外の契約等について

【契約方法】一般競争入札

私債権の放棄について

   三重県高等学校等修学奨学金返還金の滞納に関し、支払督促
に係る訴えの提起（和解を含む。）を行った。

【契約期間】平成３０年７月２７日から
 平成３７年１月３１日まで

【契約の相手方の住所及び氏名】

【契約締結の年月日】平成３０年７月２７日

専決処分の報告について
（訴えの提起（和解を含
む。）について）

 東京都千代田区丸の内三丁目４番１号

 専務取締役 依田 茂
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区 分 件 名 概 要

教育委員会

【契約名称】ネットＤＥ研修システムの賃貸借契約
【履行場所】三重県総合教育センター他
【契約金額】31,726,128円
【契約方法】一般競争入札
【契約の相手方の住所及び氏名】

愛知県名古屋市中区錦一丁目17番1号
ＮＥＣキャピタルソリューション株式会社
中部支店
支店長 田中 新治

【契約締結の年月日】平成３０年６月１３日
【契約期間】平成３０年６月１３日から

    平成３６年９月３０日まで

企業庁

【契約名称】 山村浄水場耐震化工事
【履行場所】 四日市市山村町地内
【契約金額】 変更前 3,245,509,080円

  変更後 3,333,354,120円
【契約方法】 随意契約
【契約の相手方の住所及び氏名】
                津市北丸之内１２番
                安藤・間・高砂・松岡特定建設工事共同企業体
                代表者
                株式会社安藤・間 三重営業所
                所長 横山 英樹
【変更契約締結の年月日】 平成３０年６月１１日
【契約期間】 平成２８年１１月９日から
                  平成３２年１２月１７日まで

地方公営企業の業務に関する予定価格５億円以上の工事又は製
造の請負の契約の変更

県が賃借人となる予定価格７千万円以上の賃貸借の契約
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区 分 件 名 概 要

【報告第88号】
企業庁
病院事業庁

◎提出
（１件）

医療保健部

平成29年度決算に係る資
金不足比率（企業会計分）
について

   地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条第１項の規
定に基づくもの。

県の出資等に係る法人の
経営状況に関する説明書

   地方自治法第２４３条の３第２項及び同法施行令第１７３条の規定
により、公立大学法人三重県立看護大学及び地方独立行政法人
三重県立総合医療センターの経営状況を説明する書類を提出する
ものである。
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